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 （2）自己破産又は個人再生 

申立裁判所が遠隔地の場合、申立裁判所への出頭 1 回につき 2 万円以内の出廷報

酬を受領することができる。  

６．実費  

交通費、通信費、予納金、コピー代等受任事件処理に必要な実費は、別途受領する

ことができる。  

７．日本クレジットカウンセリング協会（JCCA）が取扱い中の案件について、応訴又は

訴訟上の和解処理の依頼がなされた場合は、着手金及び報酬金は、1 債権者につき 1 件

当たり 2 万円以内とし、別に第 5 項の出廷報酬及び前項の実費を受領することができ

る。ただし、長期化した場合には、依頼者と協議の上、報酬金を決定する。  

８．債権者に対し慰謝料請求訴訟等を提起し、差押え又は仮差押えに対抗するための提

訴、申立て等を行う場合は、当事者が協議の上で別途定めるものとする。  

９．注意規定  

弁護士報酬（着手金及び報酬金）は、依頼者の資力を考慮して、金額、支払時期及

び方法を決定するものとし、いやしくも、弁護士報酬の定めが依頼者の経済的更生を

妨げるものとなってはならない。  

１０．本基準の適用範囲  

本基準は、非事業者の債務整理事件に関する弁護士報酬の目安を定めるものである。

ただし、次の点に注意されたい。  

 （1）任意整理事件については、債権者主張の元金総額が 1000 万円を超える場合、本基

準に拠ることは要しない。但し、法律関係が単純であり、その債務整理が比較的容

易とみられるときには、本基準を適用する。  

 （2）事業者には、本基準を適用しない。但し、事業者であっても、個人事業の性格が

強く、もしくは、零細事業であり、かつ、経営形態や規模等の事情からすれば、非

事業者の債務整理事件として処理することが適切であるとみられる場合は、本基準

を適用することができる。  

１１．方針変更後の委任契約に適用されるクレジット・サラ金事件報酬基準  

同一の依頼者の債務整理手続における任意整理、自己破産および個人再生聞での方針変

更が行われた場合に適用されるクレジット・サラ金事件報酬基準は、方針変更後の方針

に基づく委任契約書の作成時に施行されているものによる。関連事件を受任する場合に

ついても同様とする。  
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第5 時間制

着手金及び報副金等による弁謹土報聞の定めによることなく.時間制を採用する場
バヨ、
ロ

1時間 2万円

第6 書面作成料

申詩書類その他定型書類の作成を依頼されたときの書面作成将

10 万円
前項の事件に闘して、非定型書類の作成を依頼さ杭たとき

弁護士と依額者との協諮

第7 手数料

1: 調査手数料

第 1 から第41こ関する事件について法律関係ないし事実関係の調査を依頼

されたときの調査手数料

.20 万円

特に、外国法令の調査又は複雑若しくは特殊な事情がある場合

弁護士と依頼者との協議

2. 同行等手数料.

m l から第 4 に関する事件について、事件処理のため、 入国管理局その他
の機関に依頼若しくは関係者とと巧に同行するとき又は彼収容者と面会をす

るために出頭するとき等に、目当相当額を包含して請求する同行等手数料

3万円

費Ja 実費等

弁護士報酬とは別}之、通訳料'翻訳料、国際電話代、航空運賃、その他委任事務処

理に要する実費等の負担を求める乙とができる.

概算により、予め依頼者から実費等を預かることができる.

第9 増減額の考慮事項

第1ないし第 7 にかかわらず、依頼者と協議のう.え、弁護士報酬等の額在、依頼者

の経済的資力、事案の錘易及び事件処理に憂する手数の繁簡等(通訳・翻訳を要する

か杏か、依頼者・関係者を含めた日本語能力の有無、有効なパスポートの存否絡も含

む)を考慮し、適正妥当な範囲内で増減額できる.

向一世帯の椋数・人から同じ事件を受任する場合は、各事件の一人あたりの若手金又

は報酬等.の1. 5倍の潜手金又は報酬等を受け取ることができる.
特に、人権救済の必要性があり、依頼者毒事の経済的資カが乏ししミものと認められる

場合には、弁護士報酬隼の額を、適正妥当な範圏内で減額する.

また、依頼者と協錨のうえ、弁護士報前等の支払方法について、依績者・の経済的資

カを考慮し、分割払いの方法によることもできる.
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